
四日市市告示第４９８号 

 四日市市高等職業訓練促進給付金等事業実施要綱の一部を改正する要綱を次のように定め

る。 

  令和８年８月２４日 

                       四日市市長  森  智 広 

 

四日市市高等職業訓練促進給付金等事業実施要綱の一部を改正する要綱 

四日市市高等職業訓練促進給付金等事業実施要綱（平成１９年四日市市告示第１３７号）

の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

（目的） 

第１条 この要綱は、母子及び父子並びに寡婦

福祉法（昭和３９年法律第１２９号。以下

「法」という。）に規定する母子家庭又は父

子家庭の経済的自立に効果が高い資格の養

成機関での修業に対し、その修業期間中の生

活の不安を解消し、資格取得を促進するた

め、高等職業訓練給付金等を支給するととも

に、養成機関への入学時における負担を考慮

し高等職業訓練修了支援給付金等を修了後

に支給することに関し、必要な事項を定める

ものとする。 

 

 （給付金の種類） 

第２条 給付金の種類は、次のとおりとする。 

(1)及び(2) (略) 

 (3)  高等職業訓練促進継続給付金（以下「訓

練促進継続給付金」という。） 

(4)  高等職業訓練修了支援特別給付金（以

下「修了支援特別給付金」という。） 

  

（対象者） 

（目的） 

第１条 この要綱は、母子及び父子並びに寡婦

福祉法（昭和３９年法律第１２９号。以下

「法」という。）に規定する母子家庭又は父

子家庭の経済的自立に効果が高い資格の養

成機関での修業に対し、その修業期間中の生

活の不安を解消し、資格取得を促進するた

め、高等職業訓練促進給付金を支給するとと

もに、養成機関への入学時における負担を考

慮し高等職業訓練修了支援給付金を修了後

に支給することに関し、必要な事項を定める

ものとする。 

 

(給付金の種類） 

第２条 給付金の種類は、次のとおりとする。 

(1)及び(2) (略) 

 

 

 

 

 

（対象者） 



第４条 訓練促進給付金の支給対象者は、養成

機関において修業を開始した日以後におい

て、また、修了支援給付金の支給対象者は養

成機関における修業を開始した日（以下「修

業開始日」という。）及び当該養成機関にお

けるカリキュラムを修了した日（以下「修了

日」という。）において、次の各号に掲げる

要件を全て満たす市内に住所を有する母子

家庭の母又は父子家庭の父（法第６条第１項

又は第２項に規定する配偶者のない者で現

に２０歳に満たない児童を扶養しているも

のをいう。）であって、対象資格を取得する

ために養成機関で修業している者とする。 

(1) (略) 

(2) 就職を容易にするために必要な対象資格

の取得を目的とする養成機関において、６

月以上のカリキュラムの修業が予定され

ているもの（雇用保険制度の一般教育訓練

給付の指定講座を受験する場合には、情報

関係の資格や講座）であり、対象資格の取

得が見込まれる者等であること。 

(3) (略) 

(4)  過去に訓練促進給付金の支給を受け

た者でないこと。 

 

２ 訓練促進継続給付金の支給対象者は、訓練

促進給付金の支給を受け、当該養成機関にお

ける修業期間中において又は修了支援特別

給付金の支給対象者は、修業開始日の翌日か

ら修了日までにおいて、その扶養する児童が

２０歳に達し、その後も引き続き当該児童を

扶養する配偶者のない母又は父（ただし、２

０歳に達した児童の他に２０歳未満の児童

第４条 訓練促進給付金の支給対象者は、養成

機関において修業を開始した日以後におい

て、また、修了支援給付金の支給対象者は養

成機関における修業を開始した日（以下「修

業開始日」という。）及び当該養成機関にお

けるカリキュラムを修了した日（以下「修了

日」という。）において、次の各号に掲げる

要件を全て満たす市内に住所を有する母子

家庭の母又は父子家庭の父（法第６条第１項

又は第２項に規定する配偶者のない者で現

に２０歳に満たない児童を扶養しているも

のをいう。）であって、対象資格を取得する

ために養成機関で修業している者とする。 

(1) (略) 

(2) 就職を容易にするために必要な対象資格

の取得を目的とする養成機関において、６

月以上のカリキュラムの修業が予定され

ているもの（雇用保険制度の一般教育訓練

給付の指定講座を受験する場合には、情報

関係の資格や講座）であり、対象資格の取

得が見込まれる者であること。 

(3) (略) 

(4) 過去に訓練促進給付金及び修了支援給

付金の支給を受けた者でないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



を現に扶養しているものは除く。）であって、

対象資格を取得するために継続して当該養

成機関で修業している者とする。 

 

（支給期間等） 

第５条 訓練促進給付金及び訓練促進継続給

付金の支給の対象となる期間は、養成機関が

標準とする修業期間の全期間（その期間が４

年を超えるときは４年。以下「全修業期間」

という。）とする。 

この場合において、訓練促進給付金の支給対

象月と訓練促進継続給付金の支給対象月を

合算した期間は、全修業期間を超えないもの

とする。 

２ 訓練促進給付金及び訓練促進継続給付金

の支給を受け、准看護師養成機関を修了した

者が、引き続き、看護師の資格を取得するた

めに、養成機関で修業する場合には、訓練促

進給付金及び訓練促進継続給付金の支給対

象期間は、通算で５年を超えないものとす

る。 

３ 訓練促進給付金及び訓練促進継続給付金

の支給を受け、看護師養成機関を修了した者

が、引き続き、保健師又は助産師の資格を取

得するために、養成機関で修業する場合に

は、訓練促進給付金及び訓練促進継続給付金

の支給対象期間は、通算で４年を超えないも

のとする。 

４ 訓練促進給付金及び訓練促進継続給付金

の支給は、１ケ月を単位として支給するもの

とし、原則として申請のあった日の属する月

以降の各月において支給するものとする。こ

の場合において、支給するべき事由が消滅し

 

 

 

 

（支給期間等） 

第５条 訓練促進給付金の支給の対象となる

期間は、養成機関が標準とする修業期間の全

期間（その期間が４年を超えるときは４年）

とする。 

 

 

 

 

 

２ 訓練促進給付金の支給を受け、准看護師養

成機関を修了した者が、引き続き、看護師の

資格を取得するために、養成機関で修業する

場合には、訓練促進給付金の支給対象期間

は、通算で４年を超えないものとする。 

 

 

３ 訓練促進給付金の支給を受け、看護師養成

機関を修了した者が、引き続き、保健師又は

助産師の資格を取得するために、養成機関で

修業する場合には、訓練促進給付金の支給対

象期間は、通算で４年を超えないものとす

る。 

 

４ 訓練促進給付金の支給は、１ケ月を単位と

して支給するものとし、原則として申請のあ

った日の属する月以降の各月において支給

するものとする。この場合において、支給す

るべき事由が消滅した日の属する月で支給



た日の属する月で支給を終了するものとす

る。 

５ 修了支援給付金又は修了支援特別給付金

は、修了日を経過した日以後に支給するもの

とする。ただし、第２項に該当する場合には、

看護師養成機関の修了日を、第３項に該当す

る場合には保健師又は助産師養成機関の修

了日を、修了支援給付金又は修了支援特別給

付金の修了日とみなす。 

 

（支給額） 

第６条 訓練促進給付金及び訓練促進継続給

付金の支給額は、次に掲げる対象者の区分に

応じ、それぞれに定める額とする。 

(1) 対象者及び当該対象者と同一の世帯に

属する者（当該対象者の民法（明治２９年

法律第８９号）第８７７条第１項に定める

扶養義務者で当該対象者と生計を同じく

するものを含む。以下同じ。）が訓練促進

給付金又は訓練促進継続給付金の支給の

請求をする月の属する年度（４月から７月

までに当該訓練促進給付金の支給を請求

する場合にあっては、前年度）分の地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）の規定に

よる市町村民税（同法の規定による特別区

民税を含むものとし、同法第３２８条の規

定によって課する退職手当等に係る所得

割を除く。以下同じ。）が課されない者（市

町村（特別区を含む。以下同じ。）の条例

で定めるところにより当該市町村民税を

免除された者及び母子家庭自立支援給付

金及び父子家庭自立支援給付金に係る所

得がないものとした場合に当該市町村民

を終了するものとする。 

 

５ 修了支援給付金は、修了日を経過した日以

後に支給するものとする。この場合におい

て、第２項に該当する場合には、看護師養成

機関の修了日を、第３項に該当する場合には

保健師又は助産師養成機関の修了日を、修了

支援給付金の修了日とみなす。 

 

 

（支給額） 

第６条 訓練促進給付金の支給額は、次に掲げ

る対象者の区分に応じ、それぞれに定める額

とする。 

(1) 対象者及び当該対象者と同一の世帯に

属する者（当該対象者の民法（明治２９年

法律第８９号）第８７７条第１項に定める

扶養義務者で当該対象者と生計を同じく

するものを含む。以下同じ。）が訓練促進

給付金の支給の請求をする月の属する年

度（４月から７月までに当該訓練促進給付

金の支給を請求する場合にあっては、前年

度）分の地方税法（昭和２５年法律第２２

６号）の規定による市町村民税（同法の規

定による特別区民税を含むものとし、同法

第３２８条の規定によって課する退職手

当等に係る所得割を除く。以下同じ。）が

課されない者（市町村（特別区を含む。以

下同じ。）の条例で定めるところにより当

該市町村民税を免除された者及び母子家

庭自立支援給付金及び父子家庭自立支援

給付金に係る所得がないものとした場合

に当該市町村民税が課されないこととな



税が課されないこととなる者を含むもの

とし、当該市町村民税の賦課期日において

同法の施行地に住所を有しない者を除く。

以下同じ。） 月額１０万円（養成機関に

おける課程の修了までの期間の最後の１

２月（その期間が１２月未満であるとき

は、当該期間）については、月額１４万円） 

(2) (略) 

２ 修了支援給付金及び修了支援特別給付金

の支給額は、次に掲げる対象者の区分に応

じ、それぞれに定める額とする。 

(1) 対象者及び当該対象者と同一の世帯に

属する者が訓練促進給付金又は訓練促進

継続給付金の支給の請求をする月の属す

る年度（修了日の属する月が４月から７月

までの場合にあっては、前年度）分の地方

税法の規定による市町村民税が課されな

い者 ５万円 

(2) (略) 

 

（事前相談） 

第７条 (略) 

２ 事前相談においては、当該母子家庭の母又

は父子家庭の父の資格取得への意欲や能力、

当該資格の取得見込み等を的確に把握し、適

切な助言を行うものとする。 

 

（支給の申請） 

第８条 給付金の支給を受けようとする者は、

所長に対して、四日市市高等職業訓練促進給

付金等支給申請書（第１号様式。以下「支給

申請書」という。）を提出するものとする。

ただし、訓練促進給付金の支給申請は、修業

る者を含むものとし、当該市町村民税の賦

課期日において同法の施行地に住所を有

しない者を除く。以下同じ。） 月額１０

万円（養成機関における課程の修了までの

期間の最後の１２月（その期間が１２月未

満であるときは、当該期間）については、

月額１４万円） 

(2) (略)  

２ 修了支援給付金の支給額は、次に掲げる対

象者の区分に応じ、それぞれに定める額とす

る。 

(1) 対象者および当該対象者と同一の世帯

に属する者が訓練促進給付金の支給の請

求をする月の属する年度（修了日の属する

月が４月から７月までの場合にあっては、

前年度）分の地方税法の規定による市町村

民税が課されない者 ５万円 

 

(2) (略)  

 

（事前相談） 

第７条 (略) 

２ 事前相談においては、当該母子家庭の母又

は父子家庭の父の資格取得への意欲や能力、

当該資格の取得見込み等を的確に把握する

ものとする。 

 

（支給の申請） 

第８条 給付金の支給を受けようとする者は、

所長に対して、四日市市高等職業訓練促進給

付金等支給申請書（第１号様式。以下「支給

申請書」という。）を提出するものとする。

ただし、訓練促進給付金の支給申請は、修業



を開始した日以後に行うことができるもの

とし、訓練促進継続給付金の支給申請は、訓

練促進給付金の支給が終了した月の翌月以

後に行うことができるものとし、修了支援給

付金及び修了支援特別給付金の支給申請は、

修了日を経過した日以後に行うことができ

るものとする。 

 

２ 支給申請書には、次の各号に掲げる給付金

の種類に応じ、当該各号に規定する書類を添

付しなければならない。ただし、所長がその

保有する帳簿その他の資料によって確認す

ることを支給申請者が認める場合は、これを

省略することができる。 

(1) 訓練促進給付金及び訓練促進継続給付

金 

アからエまで (略) 

 

(2) 修了支援給付金及び修了支援特別給付

金 

アからオまで (略) 

３ 修了支援給付金及び修了支援特別給付金

の申請は、修了日から起算して３０日以内に

しなければならない。ただし、やむを得ない

事由があるときは、この限りではない。 

 

（受給者の状況の確認） 

第１０条 所長は、給付金の支給を受けている

対象者（以下「受給者」という。）が養成機

関に在籍していることを確認するため、受給

者に対し、おおむね四半期ごとに在籍証明書

の提出又は出席状況の報告を求めることに

より、当該受給者の養成機関の在籍状況を確

を開始した日以後に行うことができるもの

とし、修了支援給付金の支給申請は、修了日

を経過した日以後に行うことができるもの

とする。 

 

 

 

 

２ 支給申請書には、次の各号に掲げる給付金

の種類に応じ、当該各号に規定する書類を添

付しなければならない。ただし、所長がその

保有する帳簿その他の資料によって確認す

ることを支給申請者が認める場合は、これを

省略することができる。 

(1) 訓練促進給付金 

 

アからエまで (略) 

 

(2) 修了支援給付金 

 

アからオまで (略) 

３ 修了支援給付金の申請は、修了日から起算

して３０日以内にしなければならない。ただ

し、やむを得ない事由があるときは、この限

りではない。 

 

（受給者の状況の確認） 

第１０条 所長は、給付金の支給を受けている

母子家庭の母又は父子家庭の父（以下「受給

者」という。）が養成機関に在籍しているこ

とを確認するため、受給者に対し、おおむね

四半期ごとに在籍証明書の提出又は出席状

況の報告を求めることにより、当該受給者の



認するほか、定期的に修得単位証明書の提出

を求めることができる。 

 

２ (略) 

３ 受給者は、当該受給者若しくは当該 

受給者と同一の世帯に属する者（当該受給者

の民法第８７７条第１項に定める扶養義務

者で当該受給者と生計を同じくするものを

含む。）に係る市民税の課税状況が変わった

とき又は世帯を構成する者（当該受給者の民

法第８７７条第１項に定める扶養義務者で

当該受給者と生計を同じくするものを含

む。）に異動があったときは、その事実を確

認できる書類を添付のうえ、四日市市高等職

業訓練促進給付金等申請内容変更届（第５号

様式）により所長に届け出なければならな

い。 

養成機関の在籍状況を確認するほか、定期的

に修得単位証明書の提出を求めることがで

きる。  

２ (略) 

３ 受給者は、当該受給者若しくは当該 

受給者と同一の世帯に属する者（当該受給者

の民法第８７７条第１項に定める扶養義務

者で当該受給者と生計を同じくするものを

含む。）に係る市民税の課税状況が変わった

とき又は世帯を構成する者（当該受給者の民

法第８７７条第１項に定める扶養義務者で

当該受給者と生計を同じくするものを含

む。）に異動があったときは、その事実を確

認できる書類を添付のうえ、四日市市高等職

業訓練促進給付金申請内容変更届（第５号様

式）により所長に届け出なければならない。 

  

  

 

第１号様式から第５号様式までを次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式（第８条関係） 

 

四日市市高等職業訓練促進給付金等支給申請書 

 

年  月  日 

四日市市社会福祉事務所長        

 

申請者             

四日市市（高等職業訓練促進給付金・高等職業訓練促進継続給付金・高等職業訓練修了支援 

給付金 ・高等職業訓練修了支援特別給付金）の支給を受けたいので下記により申請します。  

※いずれかを○で囲んでください。 

フリガナ 
 

生 年 月 日 

年  月  日  

氏 名 
 

（    歳） 

住 所 
（〒   －    ） 電話 

（   ） 

過去の受給の有無 
過去に高等職業訓練促進給付金等を受けたことが    ある ・ ない  

過去に高等職業訓練促進継続給付金等を受けたことが  ある ・ ない  

養成機

関及び

修業内

容につ

いて 

養 成 機 関 名  

住  所  
電話 

（   ） 

修 業 期 間 年  月  日 ～   年  月  日 養成区分 昼間・夜間・通信 

修業に係る資格 
看護師・介護福祉士・保育士・理学療法士・作業療法士・ 

その他（                     ） 

訓練促進給付金 准看護師から看護師の養成機関に引き続き進学する予定が  ある ・ ない 

訓練促進継続給付金 
高等職業訓練促進給付金の受給時から引き続き修業する養成機関で 

ある ・ ない  

希望する支払い 

金融機関 

金融機関名 
口座の種類 

普通 ・ 当座 ・ その他 

支店名 口座番号 

口座名義（フリガナ） 

□ 公金受取口座を利用します。 

児童扶養手当の 
受給状況 

受給している ・ 受給していない 

 高等職業訓練促進給付金等の支給事務に当たり、四日市市社会福祉事務所長が市の保有する私に関す

る個人情報（                          ）を利用することに同意します。 

年  月  日 

     住所                    氏名            

 



申請者と同一の世帯に属する者の氏名等について 

１氏 名 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

生年月日 
昭和・平成・令和    年 

  月  日生（   ）歳 

 

住  所 

（〒   －    ） 

 

続柄 

２氏 名 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

生年月日 
昭和・平成・令和    年 

  月  日生（   ）歳 

 

住  所 

（〒   －    ） 

 

続柄 

３氏 名 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

生年月日 
昭和・平成・令和    年 

  月  日生（   ）歳 

 

 

住  所 

（〒   －    ） 

 

続柄 

４氏 名 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

生年月日 
昭和・平成・令和    年 

  月  日生（   ）歳 

 

 

住  所 

（〒   －    ） 

 

続柄 

５氏 名 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

生年月日 
昭和・平成・令和   年 

  月  日生（   ）歳 

 

 

住  所 

（〒   －    ） 

 

続柄 

備考 

 



第２号様式（第９条関係） 

 

四日市市高等職業訓練促進給付金等支給（不支給）決定通知書 

 

  第       号 

 年  月  日 

 

  様 

 

四日市市社会福祉事務所長        印 

 

年 月 日付けで申請のありました高等職業訓練促進給付金 ・高等職業訓練促進継続

給付金 ・高等職業訓練修了支援給付金・高等職業訓練修了支援特別給付金は、下記のとおり 

支給する ・支給しない ことに決定しましたので通知します。 

フ リ ガ ナ  

生 年 月 日 

年  月  日 

氏   名  
    

（   歳 ） 

住   所 

（〒   ‐     ） 

 

 

 

養 成

機 関

及 び

修 業

内 

容  

養   成 

機 関 名 
 

修 業 期 間  年 月  日 ～   年 月 日 養成区分 昼間・夜間・通信 

資   格 
看護師 ・ 介護福祉士 ・ 保育士 ・ 理学療法士・作業療法士・ 

その他（                      ） 

支 給 額 月額      円 

支給対象期間     年 月 日 ～    年 月 日  

振 込 口 座 銀行    支店・本店   （  ） 

不支給理由  

（備考） 

 

 



第３号様式（第９条関係） 

 

請 求 書 

 

（高等職業訓練促進給付金 ・高等職業訓練促進継続給付金・ 

高等職業訓練修了支援給付金 ・高等職業訓練修了支援特別給付金） 

 

 年   月   日 

 

四日市市長         

                           

                           

                           

四日市市高等職業訓練促進給付金等事業実施要綱第９条第２項により、次の金額を請求し

ます。 

 

 

 

      請求金額               円  （    年  月分） 

 

 

 

       住所                                                                        

                          

氏名                

 

※署名または記名押印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４号様式（第１０条関係） 

 

 

四日市市高等職業訓練促進給付金等受給資格喪失届 

 

 

提出日   年  月  日 

 

 

氏   名 

フリガナ 

 

住所・電話番号  

受給資格がなくなっ

た理由 

・ 法第 6 条第 1 項又は２項に規定する配偶者のない者でなくなった

ため 

 

・ 四日市市に住所を有しなくなったため 

 

・ 養成機関への修業を取りやめたため 

 

・ その他 

（                          ） 

 

理由が発生した日        年  月  日 

 上記のとおり、四日市市高等職業訓練促進給付金・高等職業訓練継続給付金・高等職業訓

練修了支援給付金・高等職業訓練修了支援特別給付金を受ける資格がなくなりましたので届

け出ます。 

 

四日市市社会福祉事務所長 あて 

 

                      氏名              

 

 
 



第５号様式（第１０条関係） 

 

 

 

四日市市高等職業訓練促進給付金等申請内容変更届 

 

 

 

 

フ リ ガ ナ 

氏 名 

 

生 年 

月 日 

年  月  日 

     （   歳）  

住 所 

（〒   －    ） 

 

 

電話（    ） 

－ 

変 更 理 由 

・ 受給者または、同一世帯に属する者の市民税の課税の状況がかわ

ったため 

・ 世帯を構成する者に異動があったため 

・ その他 

（                          ） 

理由が発生した日        年    月    日 

 上記のとおり、四日市市高等職業訓練促進等給付金の申請内容が変更になりましたので

届け出ます。 

       年   月   日 

 

  四日市市社会福祉事務所長 あて 

 

 

                      氏名               

 

 
 



附  則  

この要綱は、告示の日から施行し、令和８年４月１日から適用する。  

（こども未来部こども家庭センター）  

 


